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3-2 北海道の人口動態を巡る主な特徴 
 
次に、北海道の人口動態の特徴である、女性の転出と札幌への人口一極集中について、各調査・分析を

横断した上で、既存統計や事例紹介も含めて記述する。 
 
3-2-1 女性の転出について 
 出生数の大半を担う 20-39 歳の女性人口は年々減少傾向にあり、全国と比較しても低い割合。 
 2023年の女性の社会減少数は男性の約 2.5倍と、女性の道外流出が著しい。 
 転出の理由としては、直接的な要因は進学や就職、結婚によるものが多いが、都会への憧れや将来実

現の可能性といったイメージ面の理由も比較的大きなウェイトを占める。 
 女性が地域にとどまるためには、能力を活かせる職場づくりをはじめ、古い慣習や偏見などにとら

われない風通しの良いコミュニティの形式など、意識の転換が求められている。 
 
北海道の社会増減数をみると、そのほとんどが若年層に集中しており、特に女性の社会減少数が多いこ

とは社会増減の総括でも述べたとおりである。 
北海道では女性の社会減少数が男性の約 2.5 倍という偏りが生じているが、これは 47 都道府県中 5番

目に大きく、他県と比較しても女性の転出が多くなっている（図表 3-17）。加えて、女性の転出超過数の
実人数では北海道が全国最多となっている。他地域では、首都圏に隣接する福島県・新潟県・静岡県や、
三大都市圏いずれへの転出も多い広島県、福岡県への転出が多い長崎県などで女性の社会減少数が多い。 

【図表 3-17 都道府県別 男女別社会増減数（2023 年）】（図表 2-2-3 再掲） 
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出生数のうち 93.61％（2020 年）を占める 20-39 歳の女性人口が、総人口に占める割合の推移をみる
と、こうした若年層の女性の社会減少と、高齢化による年齢構成の変化を受けて、北海道はその割合を 10
年間で約 2 ポイント低下させた。低下ペースは全国平均よりも速く、その差は年々広がっている（図表
3-18）。また、この比率の高さは 47 都道府県中 25番目で、人口 100 万人以上の大都市を擁する都道府県
の中では最も低い（図表 3-19）。 

【図表 3-18 総人口に占める 20-39 歳女性人口の割合の推移】（図表 1-7 再掲） 

 

【図表 3-19 都道府県別 20-39 歳女性人口の割合】（図表 1-8 再掲） 
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北海道から転出した首都圏在住者へのアンケートの結果をみると、女性の首都圏への転出の直接的な
要因としては、最初の就職、転職、転勤などの仕事の都合が半数、進学が 3 割程度で合わせると 8 割を
占める（図表 3-20）。また、25-39歳では、男性よりも結婚や家族都合での転出が多いのも特徴的である。 

【図表 3-20 北海道から首都圏に転出した理由】（図表 2-3-2 再掲・抜粋） 

 
北海道へのU ターン意向を持つ女性は同アンケート回答者の半数弱と決して少なくないが（図表 3-

21）、U ターンに際してのネガティブ要素として「地方社会は狭く、閉塞感を感じる」「親や親戚との関
係、近所付き合いなど煩わしい人間関係」「地方社会に残る習慣や時代に合わない価値観」を挙げる女
性も 2 割前後と無視できない割合になっている（図表 3-22）。このうち、U ターンしたくないと考える
層ではこれらの回答率はさらに高く、転出した女性が北海道へと戻らない大きな要因と考えられる。 

 

【図表 3-21 北海道への U ターン意向】（図表 2-3-8 再掲・抜粋） 

 

【図表 3-22 北海道への U ターンに伴うネガティブ要素】（図表 2-3-10 再掲・抜粋） 

  



136 
 

首都圏への転出者が再び北海道で暮らしていくために必要な要素として、女性では過半数が「多様な雇
用先・職場がある」と回答している。また、「正社員として長く働き続ける職場がある」も 4 割を上回る
（図表 3-23）。 

【図表 3-23 北海道で暮らしていくために必要なこと】（図表 2-3-11 再掲・抜粋） 

 
北海道が行った住民アンケートの結果によれば、女性が地域にとどまるためには、「女性にとって多様

な雇用先・職場が多くある」ことに加えて、18-29 歳や 30-39 歳の若年層で多かった意見として、「結婚
したら男性の親と同居して当然という考え方等の縛りがない」というものも挙がった。能力を活かせる
職種の多様化に加えて、古い慣習などにとらわれない自由なライフスタイルへの価値観の転換も求めら
れている（図表 3-24）。 

【図表 3-24 女性の定着に必要な要素】（図表 2-4-25 再掲・抜粋） 
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ここまで、調査や分析を通じて女性の転出抑制や転入促進には雇用環境の改善が効果的であると考察し
てきた。ここで、実際に北海道における年代別の女性の正規雇用率（その形状から「L 字カーブ」とも
呼ばれる）をみると、20 代後半から 30 代にかけて全国との差が開いている（図表 3-25）。他県と比較
しても低い水準で、30-34 歳では最下位となっている。なお、同年代の正規雇用率は男性でも低いため
（図表 3-26）、正社員として長く働ける職場づくりは、女性の転出抑制だけでなく男性の転出抑制にも
つながり、所得向上を通じた経済的不安の軽減や出生率の向上も期待される。 

【図表 3-25 年齢別 女性の正規雇用率の推移（2020 年）】 

 

【図表 3-26 30-34 歳の正規雇用率（2020 年）】 
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3-2-2 札幌への人口一極集中について 
 2023 年の北海道の総人口に占める道央圏の割合は 64％、札幌市だけで 38％と、札幌への人口一極

集中の傾向が強い。 
 道内における人口移動をみると、札幌市以外の 178 市町村から札幌市に対して毎年 1 万人以上の転

出超過となっている。 
 札幌への人口一極集中の理由について、仕事の選択肢の多さに加え、公共交通や買い物、娯楽の利便

性が挙げられている。 
 

2023 年の北海道の総人口は 514.0 万人であったが、そのうち道央圏に 328.1 万人（63.84％）、札幌市
に 195.9 万人（38.12％）が居住している。近年は札幌市の人口が横ばいから微減に転じたものの、それ
以外の地域の人口が減少し続けているため、総人口に占める札幌市の人口の割合は年々拡大傾向にある
（図表 3-27）。 

【図表 3-27 圏域別の人口動態】（図表 1-9 再掲） 

 
最大都市への人口集中率 38％は 47 都道府県中 13 位と、北海道は他県と比較しても人口の一極集中

の傾向が強い（図表 3-28）。 

【図表 3-28 都道府県別 最大都市と人口の集中率】（図表 1-10 再掲）  
都道府県 総人口 最大都市 人口 集中率 都道府県 総人口 最大都市 人口 集中率 都道府県 総人口 最大都市 人口 集中率

人 人 % 人 人 % 人 人 %

北海道 5,139,913 札幌市 1,959,512 38.12 富山県 1,028,440 富山市 409,075 39.78 島根県 658,809 松江市 197,843 30.03
青森県 1,225,497 青森市 271,544 22.16 石川県 1,117,303 金沢市 447,181 40.02 岡山県 1,865,478 岡山市 702,020 37.63
岩手県 1,189,670 盛岡市 282,960 23.78 福井県 759,777 福井市 257,941 33.95 広島県 2,770,623 広島市 1,184,731 42.76
宮城県 2,257,472 仙台市 1,067,486 47.29 山梨県 812,615 甲府市 186,393 22.94 山口県 1,326,218 下関市 250,645 18.90
秋田県 941,021 秋田市 300,470 31.93 長野県 2,043,798 長野市 368,785 18.04 徳島県 718,879 徳島市 249,040 34.64
山形県 1,042,396 山形市 240,441 23.07 岐阜県 1,982,294 岐阜市 402,400 20.30 香川県 956,787 高松市 422,424 44.15
福島県 1,818,581 郡山市 317,486 17.46 静岡県 3,633,773 浜松市 792,704 21.81 愛媛県 1,327,185 松山市 503,865 37.96
茨城県 2,879,808 水戸市 270,010 9.38 愛知県 7,512,703 名古屋市 2,294,854 30.55 高知県 684,964 高知市 319,724 46.68
栃木県 1,929,434 宇都宮市 517,497 26.82 三重県 1,772,427 四日市市 309,719 17.47 福岡県 5,104,921 福岡市 1,581,398 30.98
群馬県 1,930,976 高崎市 369,314 19.13 滋賀県 1,413,989 大津市 344,552 24.37 佐賀県 806,877 佐賀市 229,427 28.43
埼玉県 7,381,035 さいたま市 1,339,333 18.15 京都府 2,501,269 京都市 1,385,190 55.38 長崎県 1,306,060 長崎市 401,195 30.72
千葉県 6,310,075 千葉市 977,016 15.48 大阪府 8,784,421 大阪市 2,741,587 31.21 熊本県 1,737,946 熊本市 731,476 42.09
東京都 13,841,665 特別区部 9,569,211 69.13 兵庫県 5,459,867 神戸市 1,510,917 27.67 大分県 1,123,525 大分市 476,556 42.42
神奈川県 9,212,003 横浜市 3,753,645 40.75 奈良県 1,325,385 奈良市 351,418 26.51 宮崎県 1,068,838 宮崎市 399,576 37.38
新潟県 2,163,908 新潟市 773,914 35.76 和歌山県 924,469 和歌山市 359,654 38.90 鹿児島県 1,591,699 鹿児島市 597,834 37.56

鳥取県 546,558 鳥取市 183,269 33.53 沖縄県 1,485,526 那覇市 317,030 21.34
総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」
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道内の圏域間での人口移動をみると、各圏域から札幌市や周辺市に対して人口が流入していることが
わかる（図表 3-29）。道央圏域以外のいずれの圏域においても、中核都市よりも札幌圏への転出超過数
が多く、各中核都市が圏域内に人口をとどめておくいわゆる「人口のダム機能」は弱まってきている。
一方、札幌から東京圏への人口流出はそれに比べると相対的に少なく、札幌は北海道全体における「人
口のダム機能」を発揮していることがわかる（図表 3-30）。 
加えて、釧路・根室圏域から十勝圏域（帯広市）、オホーツク圏域から道北圏域（旭川市）のよう

に、より札幌に近い圏域への移動にも一定の規模がみられる。 

【図表 3-29 道内各圏域別の転入超過数（2023 年）】（図表 2-2-17 再掲・抜粋） 

 

【図表 3-30 各圏域における圏域内・圏域外の人口移動】（図表 2-2-19 再掲） 
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道内における圏域別の人口移動をみると、札幌市以外の 178 市町村から札幌市に対して、1 万人以上
の転出超過が続いている。特に札幌圏を除く道央圏（当別町、新篠津村と後志、空知、胆振、日高の各管
内）からの流入が最も多い（図表 3-31）。 

【図表 3-31 道内各圏域別の転入超過数の推移】（図表 2-2-20 再掲） 

 
北海道が行った住民アンケートの結果によれば、札幌市への人口集中の要因として「仕事の選択肢が多

い」「公共交通機関が整っている」が過半数からの回答を得ている。また、18-29 歳、30-39 歳からは「娯
楽環境」、60-69 歳、70 歳以上からは「医療や介護等福祉」の充実が挙がるなど、各世代の生活に対する
需要を取り込んでいることが、札幌への人口集中につながっているとわかる。「様々な面における選択肢
の多さ」は、北海道から首都圏への転出理由においても浮かび上がっており、道内のみならず国内全体に
おける大都市への人口集中の要因であると考えられる（図表 3-32）。 

【図表 3-32 札幌市に人口が集中する理由】（図表 2-4-22 再掲） 
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なお、こうした人口一極集中が進む中で札幌市は、若年層を対象とした地域滞在型研修プログラム
「GO! LOCAL」の実施や、「オータムフェスト」のような道内各地の食資源を身近に感じてもらう取
組、道内の大学との産学連携による地域課題の解決など、道内連携の取組を通じて、道内各地との関係
人口の創出を進めている（図表 3-33）。 

【図表 3-33 令和 5 年度 札幌市関係人口創出事業「GO! LOCAL」】 

  


